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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第１四半期
累計期間

第23期
第１四半期
累計期間

第22期

会計期間

自平成26年
　２月１日
至平成26年
　４月30日

自平成27年
　２月１日
至平成27年
　４月30日

自平成26年
　２月１日
至平成27年
　１月31日

売上高 （千円） 2,140,837 2,301,162 9,007,487

経常利益 （千円） 29,204 92,953 304,800

四半期（当期）純利益 （千円） 10,566 52,454 114,718

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 291,647 291,647 291,647

発行済株式総数 （株） 823,000 823,000 823,000

純資産額 （千円） 1,126,665 1,265,432 1,226,633

総資産額 （千円） 4,355,440 4,471,552 4,519,887

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 13.02 64.65 141.40

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 20.00

自己資本比率 （％） 25.7 28.3 27.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 103,436 △55,107 880,558

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △5,110 △111,473 △209,541

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △93,674 24,835 △314,924

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 322,858 532,553 674,299

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第22期第１四半期累計期間及び第22期は

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、第23期第１四半期累計期間は潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

５．四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社丸千代山岡家(E03470)

四半期報告書

 3/16



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀の景気対策等により企業収益や雇用情勢に改善がみら

れ、緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、平成26年４月の消費税増税や円安に伴う物価上昇を背景と

した、実質所得の伸び悩みなどによる個人消費の減退とその後の回復の遅れは長期化しており、先行きは依然とし

て不透明な状況であります。

外食産業におきましては、消費税増税以後、引き続き節約志向とプレミアム志向の二極化が進んでおります。ま

た、中食需要の高まりなどから、飲食関連企業間のみならず、他業種との顧客獲得競争も激しさを増しておりま

す。さらに円安に伴う原材料価格の高騰やエネルギーコストの上昇、労働需給逼迫による人件費の上昇など、経営

環境は依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況下、当社では「For the future～新たな目標に向け、皆で創造、達成する～」という会社方針の

もと、当第１四半期累計期間におきましては既存店の営業力強化を最優先の課題としつつ、今後の新規店舗展開を

視野に入れ、人材確保のための新規部署の立ち上げなど様々な施策に取り組んでまいりました。

　売上高につきましては、お客様に選んでいただける店舗作りを目的として、期間限定メニューの定期的実施、

メールマガジンを中心としたモバイルコンテンツを活用した販売促進策、ＱＳＣ（商品の品質、サービス、清潔

さ）の更なる向上等により売上計画の達成に向けた取組みを行い、営業力強化に努めております。

　コスト面につきましては、円安に伴う原材料価格の高騰もあり、引き続き厳格なロス管理を行っております。人

件費につきましては、適切なワークスケジュール管理を行っております。またエネルギーコストにつきましては、

電気とガスのバランスを考慮し様々な施策を検討及び実施しておりますが、電気使用量の大きい店舗につきまして

は、電気設備の一部をガス設備へ更新しております。その他の店舗管理コストにつきましても引き続き効率化を図

り、収益力強化に努めております。

　なお、当第１四半期会計期間は新たな出店をしておりません。

　その結果、当第１四半期累計期間の売上高は2,301,162千円（前年同期比7.5％増）、経常利益は92,953千円（前

年同期比218.3％増）となり、四半期純利益は、52,454千円（前年同期比396.4％増）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末と比較して141,745千円減少し、532,553

千円となりました。

　当第１四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期累計期間において営業活動の結果使用した資金は、55,107千円（前年同期は103,436千円の収入）

となりました。これは主に、税引前四半期純利益92,768千円、減価償却費が84,770千円、その他の流動負債の減少

による支出が148,130千円、法人税等の支払による支出が93,379千円となったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、111,473千円（前年同期は5,110千円の支出）と

なりました。これは主に、定期預金の預入による支出が12,000千円、有形固定資産の取得による支出が82,200千円

あったことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期累計期間において財務活動により得られた資金は、24,835千円（前年同期は93,674千円の支出）と

なりました。これは主に、長期借入金の返済による支出が280,698千円に対して、短期借入金の増加が83,333千

円、新規の長期借入れによる収入が250,000千円あったことなどによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対応すべき課題について、重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動
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　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,292,000

計 3,292,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成27年４月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成27年６月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 823,000 823,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 823,000 823,000 － －

　（注）発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年２月１日～

平成27年４月30日
－ 823,000 － 291,647 － 272,747

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　11,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 811,300 8,111

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　 200 － －

発行済株式総数 823,000 － －

総株主の議決権 － 8,111 －

 

②【自己株式等】

平成27年４月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数の

割合（％）

株式会社丸千代山岡家
札幌市東区東雁来７

条１丁目４番19号
11,700 － 11,700 1.42

計 － 11,700 － 11,700 1.42

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年２月１日から平成27

年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年２月１日から平成27年４月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、清明監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 714,299 584,553

店舗食材 204,898 240,439

貯蔵品 19,532 19,688

前払費用 87,234 88,695

繰延税金資産 18,115 18,115

その他 12,019 10,063

流動資産合計 1,056,099 961,556

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,868,892 1,820,731

構築物（純額） 252,108 241,515

土地 337,516 364,495

建設仮勘定 1,873 60,372

その他（純額） 100,580 107,188

有形固定資産合計 2,560,970 2,594,304

無形固定資産   

その他 22,557 20,280

無形固定資産合計 22,557 20,280

投資その他の資産   

投資有価証券 32,425 36,337

敷金及び保証金 585,624 594,693

保険積立金 99,684 105,272

繰延税金資産 59,480 58,438

その他 103,045 100,670

投資その他の資産合計 880,259 895,411

固定資産合計 3,463,787 3,509,996

資産合計 4,519,887 4,471,552
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年１月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年４月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 199,448 238,705

短期借入金 － 83,333

1年内返済予定の長期借入金 860,401 800,010

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

リース債務 37,489 30,549

未払金 467,396 403,556

未払法人税等 102,847 44,650

販売促進引当金 28,900 30,100

その他 162,674 98,444

流動負債合計 1,889,157 1,759,349

固定負債   

長期借入金 1,111,581 1,141,274

社債 255,000 255,000

リース債務 17,440 12,068

資産除去債務 1,791 1,940

その他 18,284 36,487

固定負債合計 1,404,096 1,446,770

負債合計 3,293,253 3,206,120

純資産の部   

株主資本   

資本金 291,647 291,647

資本剰余金 272,747 272,747

利益剰余金 677,554 713,783

自己株式 △17,550 △17,550

株主資本合計 1,224,398 1,260,627

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,235 4,805

評価・換算差額等合計 2,235 4,805

純資産合計 1,226,633 1,265,432

負債純資産合計 4,519,887 4,471,552
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年４月30日)

売上高 2,140,837 2,301,162

売上原価 544,362 570,318

売上総利益 1,596,475 1,730,843

販売費及び一般管理費 ※ 1,578,654 ※ 1,641,724

営業利益 17,821 89,119

営業外収益   

受取利息 1,452 892

受取保険料 5,869 3,462

受取賃貸料 6,984 3,734

受取手数料 4,327 4,451

その他 3,655 936

営業外収益合計 22,289 13,477

営業外費用   

支払利息 10,787 8,885

その他 118 758

営業外費用合計 10,906 9,643

経常利益 29,204 92,953

特別利益   

新株予約権戻入益 70 －

特別利益合計 70 －

特別損失   

固定資産除却損 － 184

特別損失合計 － 184

税引前四半期純利益 29,274 92,768

法人税等 18,708 40,314

四半期純利益 10,566 52,454
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 29,274 92,768

減価償却費 94,827 84,770

新株予約権戻入益 △70 －

受取利息及び受取配当金 △1,452 △892

販売促進引当金の増減額（△は減少） 6,300 1,200

支払利息 10,787 8,885

固定資産除売却損益（△は益） － 184

たな卸資産の増減額（△は増加） △43,269 △35,697

その他の流動資産の増減額（△は増加） 8,613 3,217

長期前払費用の増減額（△は増加） 4,494 2,699

仕入債務の増減額（△は減少） 6,068 39,257

その他の流動負債の増減額（△は減少） 10,398 △148,130

その他の固定負債の増減額（△は減少） △284 △284

小計 125,687 47,977

利息及び配当金の受取額 57 892

利息の支払額 △11,015 △10,597

法人税等の支払額 △11,293 △93,379

営業活動によるキャッシュ・フロー 103,436 △55,107

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △9,000 △12,000

定期預金の払戻による収入 18,000 －

有形固定資産の取得による支出 △18,733 △82,200

無形固定資産の取得による支出 － △250

投資有価証券の取得による支出 △300 △300

その他 4,923 △16,723

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,110 △111,473

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 83,333

長期借入れによる収入 200,000 250,000

長期借入金の返済による支出 △259,311 △280,698

割賦債務の返済による支出 － △119

リース債務の返済による支出 △19,722 △12,311

配当金の支払額 △14,640 △15,368

財務活動によるキャッシュ・フロー △93,674 24,835

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,651 △141,745

現金及び現金同等物の期首残高 318,206 674,299

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 322,858 ※ 532,553
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。また、見積実効税率を使

用できない場合は、税引前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じ

て計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前第１四半期累計期間
（自 平成26年２月１日

　　至 平成26年４月30日）

　当第１四半期累計期間
（自 平成27年２月１日

　　至 平成27年４月30日）

販売促進引当金繰入額 13,400千円 13,340千円

給与手当 268,904 290,642

雑給 388,912 419,673

水道光熱費 304,749 306,693

地代家賃 172,213 168,520

減価償却費 94,827 84,770

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成26年２月１日
至 平成26年４月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年４月30日）

現金及び預金勘定 328,858千円 584,553千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △6,000 △52,000

現金及び現金同等物 322,858 532,553

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年２月１日　至　平成26年４月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月24日

定時株主総会
普通株式 16,226 20 平成26年１月31日 平成26年４月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年４月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月24日

定時株主総会
普通株式 16,226 20 平成27年１月31日 平成27年４月27日 利益剰余金
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（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年２月１日　至　平成26年４月30日）

　当社は飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年４月30日）

　当社は飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成26年２月１日
至　平成26年４月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年２月１日
至　平成27年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13円02銭 64円65銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 10,566 52,454

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 10,566 52,454

普通株式の期中平均株式数（株） 811,300 811,300

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間は希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、当第１四半期累計期間は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社丸千代山岡家(E03470)

四半期報告書

14/16



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年６月15日

株式会社丸千代山岡家

取締役会　御中

 

清明監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 島貫　幸治　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　貴之　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸千代

山岡家の平成27年２月１日から平成28年１月31日までの第23期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年２月１日から平

成27年４月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年２月１日から平成27年４月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸千代山岡家の平成27年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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